
地域活性化総合特別区域計画 

作成主体の名称：京都市，京都府 

１ 地域活性化総合特別区域の名称 

京都市地域活性化総合特区 豊かな文化と自然のもと，世界中から人々が集う，

「ほんもの」に出会う京都～５０００万人感動都市へ～ 

２ 地域活性化総合特別区域計画の実施が地域活性化総合特別区域に及ぼす経済的社会

的効果 

⑴ 総合特区の目指す目標

① 文化的・精神的な充実感の提供と地域経済の活性化で，日本を元気に

不透明感，閉塞感の漂う今日，日本はもとより世界の人々は，ゆとりや潤い，

文化的・精神的な充実感を求めており，伝統，文化，自然，和の精神など，

“ほんもの”の魅力に触れ，日本文化の源を確認することのできる京都が果た

すべき役割はますます大きくなっている。 

本総合特区における取組を進めることで，世界中から多くの人々を呼び込み，

京都市域の活性化を図る。また，地域の活性化に伴う経済効果を周辺地域にも

波及させ，ひいては我が国全体の活性化にも寄与することを目標とする。 

② 京都の都市特性を発揮した「旅の本質」を堪能する新しい観光の姿を提案

名所を足早に見て回るのではなく，じっくり滞在し，奥深い京都の魅力を五感

で体感できる，これまでにない新しい観光の姿を提案し，質の高い観光を提供

する先駆的な取組を推進する。 

こうした取組を通じ，観光・文化交流分野における新たな課題解決モデルの構

築に資することにより，日本文化の原点であり，我が国を代表する国際的な観

光地として，国全体の観光立国の実現を先導することを目標とする。 

⑵ 評価指標及び数値目標

評価指標（1）：京都の発展に観光が重要な役割を果たしていると思う市民の割

 合 

数値目標（1）：７４.５%（Ｒ３年）→７４．５%（Ｒ７年） 

評価指標（2）：観光消費額単価 

評価指標（2）－①：日本人観光消費額単価 

数値目標（2）－①：２０，９３１円（Ｈ３０年）→２３，８０９円（Ｒ７年） 

評価指標（2）－②：外国人観光消費額単価 

数値目標（2）－②：４６，２９４円（Ｈ３０年）→７１，６６１円（Ｒ７年） 

評価指標（3）：特定伝統料理海外普及事業における外国人料理人の延べ受入れ

人数 

数値目標（3）：９人（Ｈ２９年度）→３０人（Ｒ７年度） 

※ 数値目標（1）、（2）-①及び（2）-②については、平成２７年以降の最高値

を数値目標として設定しており、計画期間中、毎年度、更新することを目指

す。目標値を更新した場合には、その都度、数値目標を変更する。 



３ 特定地域活性化事業の名称 

我が国を代表する国際的な観光地として，世界中から多くの人々を呼び込み，観

光・文化交流分野における新たな課題解決モデルの構築に資することにより，京都

市域の活性化を図るとともに，ひいては我が国全体の活性化に寄与し，観光立国の

実現を先導するため，規制の特例措置や税制・財政・金融上の支援措置等を活用し

ながら，国際観光拠点の形成，文化自由都市の創造に係る取組を行っていく。 

 

① 世界の人々が日本文化の神髄と美しい町並みを求めて集う国際観光拠点の形成 

   （地域活性化総合特区支援利子補給金，別紙２－４） 

② 若手から円熟の巨匠まで，国際的な文化芸術創造拠点を形成するための取組を

推進 

   （規制の特例措置（特定伝統料理海外普及事業），別紙２－１） 

 

４ その他地域活性化総合特区における地域の活性化のために必要な事項 

ⅱ）その他必要な事項 

ア）地域において講ずる措置（別紙２－８） 

    別紙のとおり 

 

イ）国との協議の結果，現時点で実現可能なことが明らかとなった措置 

 

  



別紙２－１ ＜規制の特例措置（特定伝統料理海外普及事業）＞【１／１】 

 

１ 特定地域活性化事業の名称 

若手から円熟の巨匠まで，国際的な文化芸術創造拠点を形成するための取組を推進

（規制の特例措置（特定伝統料理海外普及事業）） 

 

２ 当該特別の措置を受けようとする者 

総合特別区域内の料理店で働きながら京料理の知識及び技能を習得するための活動

を行おうとする外国人 

 

３ 特定地域活性化事業の内容 

① 事業概要 

外国人が，当該総合特別区域内の料理店で働きながら京料理の知識及び技能を修

得するための活動を行うことにより，京料理の海外への普及を図る。 

 

② 事業に関与する主体 

京都市，特定非営利活動法人日本料理アカデミー 

 

③ 事業が行われる区域 

京都市の全域 

 

④ 事業の実施期間 

平成２５年１１月以降 

 

⑤ 事業により実現される行為や整備される施設等の詳細 

外国人が，当該総合特別区域内の料理店で働きながら京料理の知識及び技能を修

得するための活動を行うことにより，京料理の海外への普及が可能となる。 

 

⑥ その他 

特になし 

 

４ 当該特別の措置の内容 

外国人が，当該総合特別区域内の料理店で働きながら京料理の知識及び技能を修得

するための活動を行うことを可能とすることにより，京料理の海外への普及を図る必

要がある。 

京都市は，運営・監督主体として，対象外国人の受入れ環境の整備等について記載

した実施要領を作成し，法務大臣に報告を行うとともに，当該実施要領に基づき，受

け入れを行う本邦の公私の機関を指定する。また，京都市は，⑴～⑺のいずれにも該

当する本邦の公私の機関が，⑻～⑽のいずれにも該当する申請人を受け入れる場合に

おいて，当該事業を実施する。 

⑴ 特定伝統料理に係る地域活性化総合特別区域内の産業の発展に資する取組を他

の公私の機関と連携して行っていること。 

⑵ 次のいずれかに該当していること。 



① 申請人が国籍又は住所を有する国において所属する公私の機関（以下「海

外の所属機関」という。）との間で，次の事項について合意し，その内容を

明らかにした書面を交換していること。 

（ア）申請人が海外の所属機関の業務の一環として派遣されること。 

（イ）申請人が帰国後，海外の所属機関の業務に復職すること。 

（ウ）本邦において従事する特定調理活動について本邦の公私の機関と申請人

とが雇用契約を締結すること。 

② 申請人が国籍又は住所を有する国において飲食店営業を営んでいる場合

は，次の事項の内容を明らかにした特定伝統料理を修得するための計画書の

提出を受け，本邦において従事する特定調理活動について当該申請人と雇用

契約を締結していること。 

（ア）申請人が営む飲食店営業の業務の一環として特定伝統料理を修得するこ

と。 

（イ）申請人が帰国後，特定伝統料理等を提供する飲食店営業を営むこと。 

③ 申請人が「海外における日本料理の調理技能の認定に関するガイドライ

ン」（平成 28 年 4 月 1 日付け 27 食産第 6094 号農林水産省食料産業局長通

知）に基づき「実務経験が概ね２年程度の者（ゴールド）」又は「日本料理

学校等の卒業者又は実務経験が概ね１年程度の者（シルバー）」の認定を受

けている場合は，次の事項の内容を明らかにした特定伝統料理を修得するた

めの計画書の提出を受け，本邦において従事する特定調理活動について当該

申請人と雇用契約を締結していること。 

（ア）申請人が認定を受けた知識及び技能を活用して特定伝統料理を修得する

こと。 

（イ）申請人が帰国後，特定伝統料理を世界へ発信すること。 

 ⑶ 申請人が特定調理活動を行うための受入れ環境の整備等に関して指定地方公共

団体が策定し法務大臣に報告した次の事項を含む実施要領を適正に実施するこ

とができるものとして当該指定地方公共団体に指定されていること。 

① 特定伝統料理を修得するための計画及び施設に関する事項 

② 特定伝統料理の修得状況の評価に関する事項 

③ 在留中の住居の確保に関する事項 

④ 長期休暇の取得に関する事項 

⑤ 特定伝統料理の適格指導者の確保並びに特定伝統料理の指導責任者及び生

活指導員の選任に関する事項 

⑥ 報酬及び労働・社会保険への加入等を担保する財産的基盤に関する事項 

⑦ 申請人との面接及び申請人からの相談への対応に関する事項 

⑧ 申請人の帰国旅費の確保その他の帰国担保措置（申請人が帰国旅費を支弁

できない場合に指定地方公共団体が負担することを含む。）に関する事項 

⑨ 特定調理活動の継続が不可能となった場合の措置（特定調理活動の継続の

ために指定地方公共団体が新たな本邦の公私の機関の確保に努めることを含

む。）に関する事項 

⑷ 特定伝統料理を修得するための期間を５年以内としていること。 

⑸ 特定調理活動を行う者の受入れ人数を一事業所当たり６人以内としているこ

と。 



⑹ 一事業所当たりの特定調理活動を行う者の数が特定伝統料理の適格指導者の数

を超えないこと。 

⑺ 過去３年間に外国人の受入れ又は就労に係る不正行為を行ったことがないこ

と。 

⑻ 海外の所属機関又は調理に関する第三者機関の推薦又は説明により，調理にお

ける技能を有し，素行が善良であると認められること。 

⑼ 特定伝統料理を修得する意思及び帰国後，特定伝統料理を世界へ発信する意思

を有すること。 

⑽ 特定調理活動に日本人が従事する場合に受ける報酬と同等額以上の報酬を受け

ること。 

 

 

 

  



別紙２－４ ＜地域活性化総合特区支援利子補給金＞【１／１】 

 

１ 特定地域活性化事業の名称 

世界の人々が日本文化の神髄と美しい町並みを求めて集う国際観光拠点の形成（地

域活性化総合特区支援利子補給金） 

 

２ 当該特別の措置を受けようとする者 

株式会社京都銀行 

京都信用金庫 

京都中央信用金庫 

株式会社三菱ＵＦＪ銀行 

株式会社三井住友銀行 

株式会社日本政策投資銀行 

株式会社滋賀銀行 

近畿産業信用組合 

株式会社徳島大正銀行 

株式会社福井銀行 

株式会社関西みらい銀行 

 

３ 特定地域活性化事業の内容及び特別の措置の内容 

ａ）特定地域活性化事業（地域活性化総合特区支援貸付事業）の内容 

指定金融機関が，総合特区内において，世界の人々が日本文化の神髄と美しい町

並みを求めて集う国際観光拠点を形成するために，観光旅客の来訪及び滞在を促

進する宿泊施設や商業施設等の産業観光施設の整備を行う事業者に対して，円滑

な事業実施を図るために必要な資金を貸し付ける事業を行う。 

具体的には，旅館・ホテル，料亭，観光土産品小売店，寺社仏閣等の産業観光施

設に係る新設，改修・増改築，設備の整備等の設備投資に係る資金を貸し付ける

事業をいう。 

当該取組については，当該総合特区の政策課題である「観光スタイルの質を高め

る」「観光都市としての質を高める」「精神的充足を求める時代に応える和の文

化の発信」「日本の成長を牽引する観光立国への貢献」及びその解決策である

「世界の人々が日本文化の神髄と美しい町並みを求めて集う国際観光拠点の形

成」と整合している。 

 

ｂ）施行規則第６条に規定する該当事業種別（総合特区支援利子補給金交付要綱別

表第２に掲げる対象事業項目） 

第２号 観光旅客の来訪及び滞在の促進その他の地域間の交流機会の増大及び定

住の促進に関する事業 

 

 

  



別紙２－８ ＜地域において講ずる措置＞ 

 

１ 地域独自の税制・財政・金融上の支援措置 

・ 京町家まちづくりファンド（平成１７年度～） 

公益財団法人京都市景観・まちづくりセンターと京都市が連携し，地域のまちづ

くりに効果を及ぼし，良好な景観形成に資すると認められる京町家の改修に助成

金を交付 

・ 指定京町家改修補助金，個別指定京町家維持修繕補助金（平成３０年度～） 

趣のある町並みや個性豊かで洗練された生活文化の保全及び継承を効果的に進め

るため，京都市が指定した地区内の京町家や個別に指定した京町家を対象に，大

規模改修工事や維持修繕に補助を実施 

・ 京町家等の耐震化支援（平成１９年度～） 

地震災害に強い都市づくりを目指すとともに，景観を形成する京町家等を保全・

再生し安心して住み続けられるようにすることを目的に，京町家の構造特性に適

した耐震診断手法による耐震診断を実施するとともに，耐震改修工事に対する助

成を実施 

・ 古都保存法に基づく歴史的風土特別保存地区内の土地の買入れ，施設整備，維

持管理（昭和４２年度～買入れ） 

歴史的風土特別保存地区については，現状変更行為が原則禁止されているた

め，歴史的風土の保存上必要があり，所有者が土地の利用に著しい支障を来す場

合にはその土地の買入れを行い，その適切な保存と活用を図るため，施設整備及

び維持管理を実施 

・ 無電柱化推進事業（昭和６１年度～） 

日本を代表する歴史文化都市である京都市においては，幹線道路に加え，歴史的

な景観の保全・再生が望まれる主要な文化遺産周辺，観光地等における無電柱化

が重要な課題であり，魅力あふれる「京の道」の再生に向け，地域の状況にあっ

た整備を推進 

・ 四季・彩りの森復活プロジェクト（平成２３年度～） 

京都市が主体となり，京都の山々における森林現況調査を実施するとともに，森

林所有者の協力を得て，ナラ枯れで荒廃した森林を回復させる施業を実施。ま

た，市民等との協働による森林整備を推進する協議会に対して助成 

・ 京都市広告景観づくり補助金交付制度（平成２８年度～） 

  京都にふさわしい屋外広告物の普及と広告景観の更なる向上を図るため，優良

な屋外広告物に対して補助金を交付 

・ KYOTO CMEX（KYOTO Cross Media Experience）事業（平成２１年度～） 

京都府，京都市，京都商工会議所等のオール京都体制で，クリエイターの国際的

交流や次世代のコンテンツ産業を支える人材育成等を推進するための事業を継続

開催 

・ 観光振興事業の推進 

近年の京都観光において発生していた一部観光地での混雑やマナー違反などの観

光課題や，新型コロナウイルス感染症拡大に伴う旅行需要の激減などに対応するた

め「市民の暮らしや豊かさの向上，地域や社会の課題解決，SDGs の達成に貢献

し，感染症や災害などの様々な危機や環境問題に対応していく持続可能な観光」を

目指し，令和３年３月に新たに観光振興計画を取りまとめ，取組を推進 



・ 京都を彩る建物や庭園修理事業補助金（平成３０年度～） 

平成２６年度から実施してきたランクアップ助成制度を平成３０年度に拡充し，

“京都を彩る建物や庭園”制度において認定又は選定された建物や庭園につい

て，維持・継承の確実性を高めるとともに活用を促進することで，市民や観光客

など多くの人が建物等に触れる機会を創出し，建物等の保護に対する理解を深め

ることを目的として，修理等を補助する制度を実施 

 ・ 未指定文化財への助成 

市内には多数の貴重な文化財や観光資源が集中しており，それらの保護に当たっ

ては，公益財団法人京都市文化観光資源保護財団と京都市が連携し，指定文化財

だけでなく未指定文化財についても助成金を交付 

 

２ 地方公共団体の権限の範囲内での規制緩和や地域の独自ルールの設定 

・ 京都市独自の景観政策による建築物の高さ規制をはじめとした市街地景観，眺

望景観，屋外広告物等に係る規制強化（地域独自の規制強化，平成１９年９月

～，平成２３年４月制度充実） 

・ 京都市伝統的な木造建築物の保存及び活用に関する条例（現 京都市歴史的建築

物の保存及び活用に関する条例）の制定（地域独自の建築基準の制定，平成２４

年４月～，平成２５年１１月対象拡大） 

景観重要建造物など景観的，文化的に特に重要と位置付けられた木造建築物に

ついて，安全性を確保するための規定を定めることにより，国宝や重要文化財と

同様に建築基準法の適用を除外し，増築や用途変更等の建築行為を可能にする全

国初となる「京都市伝統的な木造建築物の保存及び活用に関する条例」を制定

（平成２４年４月施行） 

さらに，平成２５年１１月１日には，条例の対象建築物を木造以外の建築物に

も拡大する条例改正を行い，「京都市歴史的建築物の保存及び活用に関する条

例」に改定 

・ “京都を彩る建物や庭園”制度の推進（平成２３年度～） 

市民が京都の財産として残したいと思う，京都の歴史や文化を象徴する建物や庭

園を，公募によりリスト化し，市民ぐるみで残そうという気運を高め，様々な活

用を進めることにより，維持・継承を図る“京都を彩る建物や庭園”制度を創設 

・ 京都市宿泊税条例の制定（法定外目的税の新設，平成３０年度～） 

国際文化観光都市としての魅力を高め，及び観光の振興を図る施策に要する費用

に充てる財源を確保するため，京都市宿泊税条例を制定（平成３０年１０月施

行） 

 

３ 地方公共団体等における体制の強化 

・ 京都岡崎魅力づくり推進協議会（平成２３年７月設立／岡崎地域に立地する施

設・団体，事業者，行政機関等が参画） 

多くの文化交流施設が集積する岡崎地域の更なる魅力向上に向け，平成２３年３

月に策定した「岡崎地域活性化ビジョン」の推進を担う官民連携のエリアマネジ

メント組織として設立。施設間の連携強化や魅力創出事業等の取組を推進 

・ 屋外広告物対策の抜本的な取組の強化（平成２４年度～） 

歴史都市・京都の良好な景観を創出するため，平成１９年に新景観政策に基づい

て屋上屋外広告物の全面禁止を含む屋外広告物の更なる規制強化を図り，平成２



４年度には，市内全域の違反状態の解消を目指して，庁内体制を強化し，屋外広

告物適正化へ向けた取組を継続 

・ KYOTO CMEX（KYOTO Cross Media Experience）実行委員会（平成２１年設立／

コンテンツ関係の事業者，大学，行政機関等が参画） 

映画・映像，ゲーム，マンガ・アニメ等のコンテンツをクロスメディア展開する

ことにより，京都が持つコンテンツのポテンシャルと魅力を広く国内外に情報発

信し，コンテンツ産業の振興とそれらを支える人材育成・人材交流を図る事業と

して KYOTO CMEX を開催 

 

４ その他の地域の責任ある関与として講ずる措置 

 

 

  



別添６ 地域協議会の協議の概要  
 

地域協議会の名称 京都市地域活性化総合特別区域協議会 

地域協議会の設置日  平成２３年９月２８日 

地域協議会の構成員 京都商工会議所 

公益社団法人京都市観光協会 

公益社団法人京都府観光連盟 

公益財団法人京都市文化観光資源保護財団 

公益財団法人京都文化財団 

公益財団法人京都市景観・まちづくりセンター 

公益財団法人京都文化交流コンベンションビューロー 

公益財団法人京都市森林文化協会 

京都岡崎魅力づくり推進協議会 

公益財団法人京都市音楽芸術文化振興財団 

公益財団法人京都市芸術文化協会 

特定非営利活動法人日本料理アカデミー 

株式会社京都銀行 

京都信用金庫 

京都中央信用金庫 

株式会社三菱ＵＦＪ銀行 

株式会社三井住友銀行 

株式会社日本政策投資銀行 

株式会社滋賀銀行 

近畿産業信用組合 

株式会社徳島大正銀行 

株式会社福井銀行 

株式会社関西みらい銀行 

京都府 

京都市 

協議を行った日 （第２４回） 

令和６年９月１９日 書面協議 

協議会の意見の概要 特になし 

 

意見に対する対応 特になし 

 

 


